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農業所得の不安定性
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1.序

現代の先進的な資本主義国にあっては，程度の差こそあれどこの国も，非農業

に比較して農業の生産性が低くかっその成長が低率であるという問題，つまり

農業における不均衡という問題に直面して苦悩している。し、うまでもなしこの

問題は既に早く第一次世界大戦と第二次世界大戦の聞の時期に発生していた。

しかし 1920年代の末期から 1940年代の前半にかけては，経済の不安定性が強

く，その影響で農業の経済状態もまたすこぶる不安定であり，これが深刻な社

会問題をつくりだしていたために，不均衡問題は中心的な農業問題としてクロ

ーズアップされることなく，不安定性の問題の陰にひそんでいた。第二次大戦

後，経済成長に伴う国民所得水準の上弁，経済・財政政策による経済活動の調

整などにより経済の安定性が増大するとともに，農業においても農産物価格支

持・貯蔵計画を典型とする市場調整政策がとられて，農業所得の不安定性は減

少し，問題はよほど良くなった。まだ一部の農業地域には自然変動にもとづい

て発生する農業所得の変動，一部の農業部門たとえば野菜生産，畜肉生産など

では激しい市場価格変動にもとづく農業所得の変動に深刻に直面してはし、るも

のの，農業全体としてみると，農業所得の変動は減少し，農業の不安定性問題

はさほどシリアスなものではなくなっている。しかしその安定化の過程を考え
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てみると実はそこに農政の重要問題がひそんでいることに気づくのである。す

なわち農業所得の安定化に主要な役割を果した農業政策がその展開の過程で農

業生産のパターンを固定化させ，農業への過剰資源投入を誘って農業における

不均衡と農産物の過剰を生ぜしめる一因となり，また規模の大きな農業者を利

することはあっても零細規模の農業者を利することなく農業部門内における分

配の不均衡を促進し農業の貧困問題を深化させるなど，農業所得の安定性に貢

献するかたわらで農業の不均衡を拡大するという問題を誘発したのである。

もともと現代資本主義国の農業問題である農業の不安定性，不均衡，貧困の

諸問題はたがし、に絡みあった問題で，統一的に処理されねばならないものなの

である。したがって最近になって農業問題の中心にクローズアップされてきた

農業における不均衡問題や貧困問題を調整するにあたっても，不安定性問題と

の統一的把握のうえにたち，総合的に解決することがこころがけられねばなら

ない。このためには農業の不安定性問題を根源からさぐり直してみることが大

切な仕事となるO

この小論では，このような視点にたって，わが国における農業所得の変動の

態様を考察し，これを規定する諸要因を吟味して，農業所得の不安定性の源泉

を分析し，それを通じて安定化の基礎を考究しようと思う。

2.日本における農業所得変動の

態様と特徴

一一変動の規模と方向と傾向一一

(1) 分析の資料と用具

第1表にみられるように1920年において，わが国の農家の一戸当り平均の農

業所得は1057円であった。これが50年近くをへた今日では，たとえば1969年を

とってみると529，300円と500倍にもふえている。その大部分は物価騰貴のせい

であろう。激しい物価の騰貴がなければ， こんなべらぼうな数字はでてこな

い。そこで卸売物価指数 (1934年~1936年基準)でデフレートし，物価変動の

影響を除去した農業所得の成長を尋ねてみると， 1921年に816円であったもの

が1969年には 1，372円にふえたことになる。その倍率は1.68倍である。 1921年

当時の統計と1969年当時の統計では，調査対象農家の抽出範囲と数が異なるか

-172ー



農業所得の不安定性

ら，この倍率は平均的状態にある農家の農業所得のふえ方を正確に表わすもの

ではなL、。しかしおよその見当はつく。昔の統計は今の統計より調査対象農家

が上層に偏っていたから，この倍率は低めにでていると見てよし、。

それはとも角も農業所得が成長してきた径路は平坦なものではなし、。 1925年

には実質1052円にまで上昇するが， 1929年からはじまる世界恐慌の折にはそれ

がはげしく低下し 1931年には実質554円にまで落ちこんだ。その後，回復に向

い1939年には953円にまでふえるが，戦争に突入しこれが終ったときには，農

業はすっかり疲弊して，所得は再び減少し，終戦数年を経た1951年(昭26)に

到っても実質540円と世界恐慌時より低い値にとどまる状態であった。さいわ

いなことには，その後1952年頃より所得は再び次第に上昇しはじめ， 1960年代

に入って加速度を加え， 1965年には戦前の最高水準に匹敵するまでになり，そ

して， 1968には未曽有の水準である実質1395円に達したのである。このように

農業所得の成長の径路は大きな波動を内包していたO さらに，これらの波動の

なかに入って年々の農業所得の推移をみると，そこにはまた多くの小さな動揺

をみるのであるO 実際のところ最近の50年間のわが国の農業所得は大小様々な

変動をくりかえしながら成長してきているのである。その道程は決して平坦な

ものではなく，変動に満ち，不安定性を苧んだものであった。

それならばその変動の態様はどのようなものであったか，わたくしは農林省

農家経済調査を資料として，全国農家一戸当り平均の農業所得をメルクマ{ノレ

にとり，最近50年間におけるわが国の農業所得の変動の態様を，その変動の規

模，方向及びその長期に亙つての傾向を中心にしらべるために第1表を作成し

てみた。

考察に入る前にこの表について若干の説明をしておこう。まず第11';こ年次の

欄をみれば分るように，ここでは統計値を6つのブロックに分けて処理してあ

る。これは農家経済調査の調査方法が， 1924， 1931， 1941， 1949， 1957及び

1962の各年において改正されているため，その統計値を全期聞を通じて一系列

にリンクして操作することができないことによる。

つぎに農業所得と実質農業所得の違いであるが，前者は currentprice (時

価〉により把握したものであり，後者は1934~36年を基準年次とする卸売物価

指数をデフレーターとして物価の変動の影響を除去した値で、ある。表をみれば

分るように農業所得が増加しているのに実質農業所得が減少する時がある。こ
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農業所得の変動性

開得〈時価) 詩書(ZE空1室J当|門〉官主Zi時11152理i2f首特長乃[産一豆3 年次

実数|選議室実数l話
1921 1，057.051 -1 816 

1 11922 831.031 '" 21.41 6561 '" 19.61 6ペム 43.0 ム 6.1
1923 805.231 '" 3 何ム 4.7 仰 51 21. 51 3.5 

1924 1，325.01 

日寸
992 1，060.8 ム 68.8 4ユ 6.4 

1925 1，372.47 1，052 6.0 1，008.7 43.3 4.2 

1926 1，162.35 ム 1，005 ム 4.5 956.6 48.4 5.0 

E 1927 933.53 ム 849 ム 15.5 904.5 ゐ 55.5 ム 6.1 

1928 1，005.05 7.7 909 7.1 852.4 56.6 6.6 

1929 922.29 A 8.2 858 ム 5.6 800.3 57.7 7.2 

1930 590.10 ム 46.6 667 ム 22.2 748.;3 ム 81.3 ム 10.8 

1931 414.24 554 535.3 18.7 

1932 511. 75 617 11.4 573.5 43.5 

1933 589.89 15. 620 0.5 611.7 8.3 
1934 576.44 心 2. 594 ム 4.2 649.9 o 55.9 

1935 694.95 20. 6ヲ9 17.7 688.1 10.9 
J[ 11936 758.65 9.2 732 3.4 726.3 5.7 

1937 849.38 12.0' 676 A 6.4 764.5 ム 88.5 
1938 947.49 11.5J 714 5.6 802.7 ム 88.7 

1939 1，397.62 47.5 953 840.9 112.1 

1940 1，497，74 7.2 913 ム 4.2 879.11 .，.， " 

1941 1，319.381 750 

1942 2，123.01 3.7 1，110 961 
IV 
1943 2，391.93 12.7 1，169 

1944 2，763.99 15.6 1，192i 2.0 1，234 
19491 118，990 570

1 
1950 147，355 23.8 597 4.7 562.3: 

1951 185，022 25.6 540 ム 9.5 579.3 

1952 198，635 7.4 569 5.4 597.1 

V 11953 201，235 1.3 572 0.5 614.5 

1954 212，940 58.2 609 6.5 631.9 

: 1955 255，584 20.0 745 649.8 

: 1956 2雪1.024 人 645 凸 13.4 666.7 

5 

5 

7 

第1表

b 
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1962 

1963 

1964 

1965 
四 1966 

1967 

1968 

1969 

農業所得の不安定性

19千2円.7 523 530 ム

197.6 2.5 573
1 
9.6 565 8.0 

209.0 5.8 6∞| 4.7 600 

225.2 7.8 6391 6.5 635 4.0 

236.7 5.1 4.1 670 ム

269.8 771 ~~~'~i 37.3 

288.8 7.0 811 836.3
1 
6. 25.3 

318.8 10.4 894 10.2 938.2j 6. 44.2 

365.2 14.6 1，016 13.6 l，O4151A 25.2 

13.1 1，123 10.5 1，144.11 6. 21.1 

510.1 23.4 1，361 21.2 1，246.7: 114.3 

1，395 2.5 1，349.3
1 
45.7 

529.3: 0.4 1，372 ム 1.6 1，451.9， :::， 79.9 

1.農業所得(時価〉は農林省農家経済調査の全国農家一戸当平均値。
2. 農業所得(l934~36年価格〉のデフレーターはー卸売物価指数。
3.実質農業所得の趨勢値の推定は最小自乗法による。(期別プロック
毎に 7本の式あり〉。

ム

A 

A 

A 

A 

ム

4. 1945~1948の期聞は第 2 次大戦直後の食糧不足，インプレ充進の時

期を含み農業所得統計が信選、性に欠けるところがあり除外する。

れは所得の増加率以上の騰貴率で物価が上昇したことを意味する。

1.3 

1.4 

0.0 

0.6 

0.7 

5.0 

3.0 

4.7 

2.4 

1.8 

9.1 

3.3 

5.5 

第3に，実質農業所得について趨勢値(あるいは傾向値〉とこれからの偏差

の趨勢値に対する比率，いわば趨勢値からの変動率，を計算しであるが，これ

は実質農業所得の長期変動傾向をみようとしたもので，趨勢値は，各年次ブロ

ック毎に，最小自乗法を適用し，一次の傾向線を求めて推定したものである。

最後に1945年から1948年にかけての期聞を除外してあることであるが，これ

はこの時期が戦後のインフレ克進期にあたり，農業所得が異常に激しく変動し

たばかりでなくその実態を正確につかみ難いために，考察の対象から外したの

である。

わが国の農業所得の変動の実態、を考察するにさきだって，もうひとつ片づけ

ておかねばならないことがある。それは分析のトヮールを名目所得にとるか実

質所得にとるかで把握される変動の態様が多少変るということである。

いうまでもなく真の農業所得変動の問題は実質所得の変動にかかわる。した

がって原則として実質農業所得をトヮールに選択して考察を進めるのだが，そ

の過程においてたとえば他の国々の実態との比較などにどうしても名目所得を
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使わねばならないことが起りそうなので，両者の相違を整理しておく必要があ

るのである。

当然のことであるが，名目所得の変動率は物価変動の影響を内包するからこ

れを除去した実質所得の変動率よりは大きな数値になって表われる。これは第

1表の第2欄と第4欄の値を対比すれば直ぐ分ることでいちいち説明を要しな

いと思われるが，ひとこと，述べておこう。第2，第4欄はそれぞれ名目農業所

得と実質農業所得についての対前年増減率を計算したものであるが，計測の対

象となった35の時期のうち増減率が10%を越える時期が，前者では18あるのに

反して，後者では11と少く， 20%を越えるものが前者では8時期あるのに反し

て後者は4時期に過ぎないのである。このように名目所得の変動率つまり，変

動の規模は実質所得の変動規模よりは大きいのである。われわれは所得変動を

観察するとき名目所得でみるときと実質所得でみるときでどのように違うかを

しっかり頭にとめておかねばならなし、。

では変動の方向に関してはどうであろうか。ここで変動の方向とは上方即ち

プラスの変動と下方即ちマイナスの方向とを考えている。物価が変動方向と反

対の方向により大きく騰貴したり，下落したりすると，名目所得と実質所得と

の聞に変動の方向の不一致が起ることは容易に想像されよう。第1表をみると

こうした時期が四つある。即ち1936/37，1934/40， 1950/51， 1968/69がこれで

あり，ともに名目所得は上方への変動を示すのに実質所得は下方への変動を示

している。

ところで第1表をみると名目所得の変動は実質所得の変動よりは下方への変

動のケースがより少く，その意味でより安定的であることを知るのであるが，

これは変動率における差ほど意識しなくてよいだろう。何故ならば，名目所得

と実質所得の変動の方向は観察された35の時期のうち，その88%にあたる31の

時期で一致しているからである。

(2)考察

さて，いよいよわが国の農業所得の変動の態様にさぐりをいれる段階に達し

た。

まず第一に実質農業所得の変動規模つまり変動の大きさ或いは巾とでもいう

ものからみてゆこう。他の事情にして等しい限り，これが大であればあるほど
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農業の経済的不安定性は大きく，小であればあるほど、それは小さL、。

農業所得の変動規模をみるためには二つのアプローチがある。一つは実質農

業所得の対前年増減率を通じてみるものであり，他の一つは実質農業所得の趨

勢値〈傾向値)からの偏差の%を通じてみるものである。前者は変動の短期的

傾向をみるに適しており，後者は変動の長期的傾向をみるに適している。

まず実質農業所得の対前年増減率を対象にして変動率をO~2.5% ， 2.5~5% ， 

5~10% ， 1O~20%，及び20% 以上の 5 つのクーループにわけ， これらの領域に

該当する年次が何度あったかを算えて，変動の方向別にこれを整理してみると

第2表のようになる。

主ifl円五ι!F干1&

i::::;i:: 
:;ι;:;21717lzl二(二[二 11 

J斗
口 計

4 

3 

3 

38 

計測の対象となった時期は全部で‘38で、あるO このうち土2.5%以内にはいる

ものは僅か4つ即ち全体の 1割余りにすぎず，これを::t5%以内にまで広げて

みてもやっと13即ち 4割弱にとどまる状態で，実に全体の約6割にあたる22の

時期が土10%以上の変動を記録しているのである。

ベネット・ジョンズ氏は， 1969年に発表した論文において1930!38~1965!66

の期間にあ‘けるイギリスの農業所得の変動を考察しているが，そこでたまたま

1) Bennett Jones， stability in Farm Incomes， Jounal of Agricultural 
Economics， Jun.， 1969. 
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イギリスの農業所得の対前年変動率を計測し，これを発表している。その数値

を借りてわが国のものと比較対象してみると第3表のようになるO

全部で20の時期が観察されているが，このうち土5%未満の変動率を示す時

期はイギリス 3，日本3で同じ， 土5%"，-，10%の時期はイギリス9， 日本7で

イギリスがやや多いのに反して土10%以上の時期はイギリス 8， 日本10，なか

んずく土20%以上の変動を記録する時期となると，イギリスの2に対して日本

は5とやや多いのである。

このように全体としてわが国の方が変動率がやや大きく農業所得はより変動

的であるとみられる。その限りにおいてわが国の方が農業所得の不安定性は大

であるとみなければなるまL、。

第3豪農業所得の対前年増減率の比較 (ムは減少〉

イ ギ ス 日 本

時 期 変動率 日寺 期 変動率

1931/38 ~ 1938/39 ム 5.4 1938 - 39 47.5 

1938/39 ~ 1939/40 106.6 1939 - 40 7.2 

1940/41 ~ 1941/42 10.0 1941 - 42 3.7 

1941/42 ~ 1942/43 7.6 1942ーの 12.7 

1942/43 ~ 1943/44 5.0 1943 - 44 15.6 

1948/49 ~ 1949{50 5.1 1949 - 50 23.8 
1949/50 ~ 1950/51 ム 11.4 1950 - 51 25.6 

1950/51 ~ 1951/52 20.7 1951 - 52 7.4 
1951{52 ~ 1952/53 3.2 1952 - 53 1.3 
1952/53 ~ 1953/54 ム 0.7 1953一日 58.2 
1953/54 ~ 1954/55 ム 9.5 1954 - 55 20‘O 
1954/55 ~ 1955/56 11.6 I 1955 - 56 ム 9.6 

1956{57 ~ 1957/58 10.4 1957 - 58 2.5 

1957/58 ~ 1958{59 ム 11.0 1958 - 59 5.8 

1958{59 ~ 1959/60 9.1 1959 - 60 7.8 

1ヲ59{60~ 1960/61 8.6 1960 - 61 5.1 

1961/62 ~ 1962/63 5.4 1962ーの 7.0 

1962/63 ~ 1963/64 A 9.2 1963 - 64 10.4 

1963/64 ~ 1964/65 16.1 1964 - 65 14.6 
1%4/65 ~ 19の/66 ム 2.5 1965 - 66 13.1 

，---.----.- 一一一一一一一一 一平一'ー.
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つぎに変動の方向についてみよう。第2表であきらかなように，わが国にお

いては全部で38の時期が観察されているが，このうち上方への変動を示す時期

が26，下方への変動を示す時期が12あるO 即ち全体のほぼ%が上方への変動，

%が下方への変動をしている訳である。このように上方への変動が下方への変

動の2倍の頻度であらわれるのは，農業所得の成長率が高いことを示唆する。

この点はたとえばイギリスにおける農業所得の対前年変動の状況と比較して

みると一層はっきりするO 第3表によってみると，イギリスでは観察された20

の時期のうち上方変動を示す時期が13に対して下方変動を示す時期が7である

が，わが国の場合はこれが19対 1となっている。イギリスにおいても，上方変

動の頻度が下方変動のほぼ2倍にあたっており，農業所得は成長してきている

ことがうかがわれるのであるが，わが国の場合は，上方変動の頻度が下方変動

の実に19倍を記録し，農業所得の成長率が比較になら向ほど高いことを示唆し

ているのである。

以上，変動の巾と変動の方向とを合せてみると，わが国の農業所得はより変

動的であり不安定ではあるが，上方変動への頻度が極めて大きく，より成長的

である，ということになろう。

つぎに実質農業所得の変動が長期的にどのように変化しつつあるか，特にそ

れが，安定化してきているのか逆に不安定化してきているのか，を中心にして

農業所得の長期変動傾向を考察しよう。

いうまでもなく農業所得の長期変動傾向は変動の方向と規模の二つの成分を

もっているO

前者については，農業所得の対前年変動の方向が指標とされ，後者について

は，実質農業所得のトレンド(変動趨勢〉からの偏差のパーセントが指標とさ

れるであろう。

まず変動の方向に関しての傾向であるが，第2表をみると直ぐ気づくよう

に，これは戦前と戦後とですっかり変っている。即ちわが国のばあい，戦前で

は上方への変動8に対して下方への変動9と下方への変動の頻度が大であった

が，戦後になると上方への変動15に対して下方への変動3となり，上方への変

動の頻度が頗る大となるO このことは変動率の傾向に大差がない限り，戦前の

農業所件は増減あい半ばして停滞的であったが，戦後になって停滞から脱して

成長の径絡についたことを示唆しているのであるO
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この戦後の著るしい変化は，イギリスとくらべてみるとなお一層はっきりす

る。戦後のイギリスでは，第3表にみられるように，農業所得の変動は，上方

への変動9に対して下方への変動6を記録しており，わが国の14対1にくらべ

ればはるかに下方への変動の頻度が高いのである。つまり日本では15年に1度

しか所得が減少する年がなし、のにイギリスでは3年に1度の割で所得が減少す

る年があるという状況である。事実戦後のイギリスの農業所得の成長率はわが

国のものよりは一段と低し、。戦後のわが国の農業はより高度な成長の径路にあ

ってより活力に満ちている。

第4-1表農業実質所得の趨勢値からの変動規模別年次数
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農業所得の不安定性

つぎに，変動の規模に関する傾向について考察してみよう。そのメルクマー

ルは既に述べたように実質農業所得のトレンドの趨勢値(傾向値) とこれか

らの偏差のパーセンテージで与えられる。それは第1表第7欄に示す通りであ

る。この表にもとづき変動率の規模思IJ，期間別に該当年次数をしらべてみると

第4表のようになる。

これをみると， (1) ，土1O~20%という大きな変動率をもっ年が戦前及び戦時

中には3年に1度乃至は2年に 1度という高い頻度で現れているが，これが戦

後にはし、ると急に低下しVI期即ち1950年代の後半及び刊期即ち1960年代では全

くなくなっているということ， (2)，逆に変動率が土0~2.5%という頗る安定的

な状況を示す年は1920年代には皆無で、あったが， 1930年代以降になるとぽつぽ

つ出はじめ1950年代の後半以降ではこれが極めて高い頻度で、現れるようになる

ということ， (3)，安定帯の巾を少々広げて土 5%以内の変動率をもっ年という

ことでみれば，その頻度は戦中を除き， 1920年代では40%，1930年代では50%

1950年代とその前後で70%，1960年代中，後期では75%というふうにだんだん

と高くなってきているということを知るのである。こうした数値の動きのなか

に，変動の規模がだんだんと縮少する傾向をも q ていることを認めることがで

第 5表

!194悦;伝汚r5i弘j;3;剥刈19匂6守ij必怨;2;お局ふ6 
土勾%~ :3 一 l 

2 
…14i:(; 士 5%~10μ

土2.5%~5%

土0%~2.55'6

きるであろう。わが国にお

ける農業所得変動は長期的

には安定化傾向をもってい

るのである。

このように農業所得の変

動が長期的に安定化する傾

向はなにもわが国の農業に
10 

限ったことではなL、。イギ

リスの農業にもあるし，アメリカの農業にもみられる。実際のところそれは先

ぷ"-
同

2) B. Jonesがイギリスの農業所得について趨勢値からの偏差のパーセンテー
ジを計算しているが(付表1参照)，これをもとにして変動率の規模別，時
期'iJ11，年次分布表を作成してみると第5表のようになる。この表から農業所
得変動の安定化傾向を読みとることができょう。
3) D. E. Hathawayはアメリカの農業について農業経営類型別に農業所得の
変動係数を計算し発表している o これは付表2のとおりであるが，これをみ
ると，経営類型を異にして変動係数の大きさが異り， 1950年代に到ってもな
お大きな変動係数をもっ不安定性の強い地帯があることを知ると同時に，ま
た反面においてどの地帯にあっても1930年代よりは40年代そしてさらに40年
代よりは50年代において農業所得の変動係数が小さくなってきていることが
分るであろう。
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進資本主義諸国の農業に一般的な傾向なのである。しかし変動の方向を併せて

みるとそれが高い成長率と結合して存在するものとそうでないものとがある。

わが国の場合はまさに高い成長率のもとで安定化が生じている例であろう。

ところで，既に指摘したように，わが国の農業所得の変動の規模そのものは

イギリスのものより大きし、。第3表にみられるように，かなり安定化傾向が進

んだ1960年代に入ってもなお年率10%を越える大きな変動が起っている。その

意味でより不安定であるともいえる。これは高い成長率のもとでの安定化の限

界であり帰結なのであろうか。それとも他の理由があるのであろうか。

つづいて長期的安安化傾向をもたらしたものは何か，そしてまた最近になっ

てもなお時に大きな変動率を生ぜしめるものは何か，の吟味にとりかかろう。

3.農業所得の不安定性の源泉

一一ーその一般論的・経験論的考察一一ー

農業所得の変動はその構成要素の変動の集合でるる。農家経済調査において

は，農業所得は農業粗収益から農業経営費を差ヲIl、たものとして取扱われてい

る。したがって農業所得変動は農業粗収益の変動と農業経営費の変動から構成

される。しかして農業粗収益の変動は農業生産物の販売数量と庭先価格の変動

から成り，農業経営費の変動は投入要素の数量と価格から成りたつ。ところで

農産物の販売数量と価格は一つには農産物需要の変動，二つには農産物の生産

数量の変動に規定される。農産物の需要には国外需要と圏内需要とがあり，国

外需要には輸出入の変動が，国内需要には経済の変動即ち景気変動が強く影響

するO 農産物の生産数量の非計画的変動には強く天候が影響することはし、うま

でもなし、。他方，農業経営費の変動は投入要素の価格，特に非農業部門から購

入される農用資材の価格と雇用労賃に強く規定され，それらはまた経済の変動

・景ー気変動の影響をまぬがれなし、。この他に農業にはCobwebTheoremで説

明される農業に内生的な価格の継続的変化があり，これによっても農業所得は

変動する。

農業所得の変動が不安定であるか否かは変動を規定するこれら諸要因の働き

が大であるか否かにかかっている。国の経済計画，特に経済安定・経済成長政

策の導入と発展，農業技術の進歩，農産物価格支持・所得保償政策によって代表
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される農業保護政策の展開，農業者の市場契約における危険分散方式の開発や

農業経営における危険回避の努力等によって，変動を規定する要因の働きは大

きく変化してきている。要因の多くはその作用を弱めたが，要因のあるものは

依然として強い作用をもちつづけており，また或るものは資本主義経済の構造

的変化が進む過程で新にその作用を強めてきている。

Benett Jonesはさきにみたイギリスの農業所得の変動率の減少が何によっ

て斎らされたかについて考察しているが，彼によれば，それは「政府の完全雇

用及び農業支持政策が成功的であったことと，農業部門における価格審議シ

ステム CPriceReview System) の適用による価格の不確実性の減少」によ

るものであった。

D. E. Hathawayはアメリカの農業所得の不安定性を規定するファクター

を1.農産物の輸出需要の変動， 2.農産物の園内需要の変動， 3.非農業か

ら購入される投入要素の価格の変動， 4.天候その他の自然現象の変化， 5.農

産物価格の短期不確実性の変化に分け，これらの諸要因が1930年代のはじめか

ら1950年代の終りに至る間においてどのように変化したかを考察したのちに，

これを要約しておよそ次のように述べているO

「アメリカの農業に関していえば， 1940年以降に，価格・所得の不安定性を減

ずるような数多くの要因変化が生じた。これらの諸変化は主に農産物の需要を

変えることによって農業者が富面している価格・所得の不確実性を減じたとこ

ろのものである。 Built-instabilizerは農産物の需要に対する景気変動の効力

を減じた。いくつかの農産物に対する価格支持が価格と所得の変動の両方を減

じた。多くの農産物について生産者が直面している価格不確実性を減ず、ベく私

的な危険分散契約が開発された。農業における新技術が天候変化に起因する産

出の非計画的変動を減じた。そしてこれらの諸変化はまた結果として農業にお

ける内的資本制限及び外的資本制限の問題を実質的に減少した。しかし，これ

らの改善にもかかわらず農業にはまだ実質的に不確実性が残存している。そし

てそれは投入時の要素市場に関するものと将来の生産技術に関するものに集中

されているように思われる」と。彼によれば，政府の呆気調整政策や農産物価

格支持政策，消費者の農産物の消費に向けられる所得の安定，農業技術の進歩

4) B. Jones， ditto， pp. 122-124. 
め Cf.D. E. Hathaway， ditto， pp. 131-163. 
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及び市場契約の改善等が，前記の第 1，第2，第4，第5のファクターの力を

弱め，アメリカにおける農業所得の不安定性が縮少したとするのである。

R. S. Firshはまた，アメリカの過去の農業所得の不安定性の源泉を探求し

将来への展望を評価する目的で，分散 (variance)を分析用具として， 1913~ 

62年間の農業所得，国民所得及び農業産出の変動を推定し，これらの変動の相

互間の関係について函数分析により広汎な経験的吟味を行っている。その結果

によれば，戦後特に1950年後半以降10ヶ年間において生じたアメリカにおける

農業所得の不安定性の減少の主要な源泉は経済 (generaleconomy)の安定性

の増大にある，とするのである。

彼はこの研究で農業所得の変動性の原因を説明することに関係して海外で行

われている討論から示唆される四つの仮設をもうけ，これがアメリカの経験に

徴して支持されるかどうかを検討する。その仮設とは1.農業所得の不安定

性の原因のうち主要なものは一般経済活動の変動に求められる 2.農業所得

に関して観察された変動の主要なものは農業産出の変動であった 3.一般経

済活動と農業産出の共分散 (co-variance)が農業所得の変動を減少させた，

4.農業者に対する政府の直接支払 (directpayment)が農業所得の安定性を

増大させたというものである。

検討の結果によれば，第1の仮設は支持されるが，第2，第3の仮設は支持

されず，第4の仮設は当初は支持されたが最近になっては支持されずこれが却

って不安定化要因になっており詳しく吟味さるべきであるとされる。

第2，第3の仮設についての吟味はさておくとして，第1，第4の仮設につ

いての吟味の要点をみておくことが後々の分析のために有益であろう。

まず第1の仮設に関してであるが，彼はおよそ次のように述べている。

iT. W. SchultzとD.G. Johnsonは第2次大戦直後の時期において不安定

経済こそ農業所得の不安定性の主要な源泉であるとみなして非農業経済の安定

性の重要なることを強調した。その後アメリカの経済は本質的にはSchultzや

Tohn回n の勧告に一致した構造の変化をなしとげ， 一般経済の安定性は増大

した。これには財政における Built-inStabilizer が有効に働いている。 1913~

22年の聞と 1951~60年の聞において Built-in Stabilizerが国民所得の循環乗

6) Cf. R. S. Firsh， Stability of Farm Income in a Stabilizing Economy， 
Journal of Farm Economics， May 1964， pp. 324-340 
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数をどれほど減じたかを推定するとそれはほぼ%となる。これは可処分所得の

安定化に対しかなりの付加的衝撃を与えた。この他に失業保険の対象範囲の拡

張がある。これに伴い失業保険支払いの利益は実質のあるものになってきた。

それは単に可処分所得の変動の減少に貢献しただけではなく，その食糧支出が

極端に変り易い低所得家族の所得の底を支えるものであった。」と。この種の

計画が可処分所得の変動の減少，食糧需要の安定化を通じて農業所得の安定化

に貢献した点を評価するのである。

つぎに第4の仮設についてみよう。彼の云うところを要約するとおよそ以下

の如くである。 r需要の変動が不安定性の主要な源泉があるときは価格の安定
化が一般に所得の安定化を生ずるであろう。他方，供給の変動が不安定性の主

要な源泉であるような場合は価格の安定化が需要の価格弾性の一定の領域内で

所得の不安定化を招くだろう。価格支持・作付割当計画 (PriceSupport and 

Acreage Allotment Program) は特定の作物の作付面積を安定化するポテン

ジャルをもっている。しかし産出の他の構成要素たる反収はあきらかにこの計

画のメカニズムを超越するものである。最近年にあって価格支持水準や作付割

当面積の水準がランダムに変化し価絡支持作物からあげられる所得が不安定化

してきている。他方，直接支払計画 (DirectPayment Program) はその当

初にあっては農業所得の安定化に貢献したが，最近になってスタートのタイミ

ングやオベレーションの水準の変化などで不安定化要因になってきている」

と。彼はその大部分が農業所得の安定化のために正当化された国家政策措置が

いまや経済の変化に照して詳しく吟味さるべきであろうと警告している。

ここにみられるように，農業所得の不安定性の源泉に作用してその安定化を

もたらしたものはいろいろあるが，イギリスやアメリカの経験では共通して完

全雇用，経済安定，社会保償政策等の諸政策による国民所得なかんずく可処分

所得の変動の減少がその重要なものであることを教えてくれる。また農産物の

価格支持，農業者に対する直接支払等の農業政策も農業者が直面している価格

の不確実性を減ずることを通じて農業所得の安定化の主要な要因たりうるばあ

いがあるが，これは政策措置の基準自体がランダムに変動する場合にはかえっ

7) Cf. R. S. Firsh， ditto p. 323 & pp. 338-339 
8) R. S， Firshの論文は 1964年のものなので，その少々前であろう 0
9) Cf. R. S. Firsh， ditto pp. 339-340 

-185-



北海道大学農経論叢第 29集

て不安定化要因になることを，アメリカの経験が示唆している。同時にこれら

二つの要因にくらべると農業技術の進歩，危険分散契約の開発などは農業所得

安定化の要因としてはむしろマイナーなものであることが示唆されている。

これらの示唆はわが国の戦後の農業所得の安定化がし、かなる理由によるもの

かを吟味するにあたって有力な手がかりを与えてくれるであろう。

4.日本における農業所得変動と景気循環変動

理論的にいっても，アメリカやイギリスの経験に徴してみても，農業所得の

不安定性の主要な源泉は経済の不安定性そのものに求められる。この点はわが

国のばあいも例外ではなさそうに思われるが果してどうであろうか。

いうまでもなく経済の不安定性は景気循環変動でとらえられ，農業所得の不

安定性は農業所得の変動の規模と方向の結合でとらえられる。農業の所得変動

が経済変動に規定されることが大であればあるほど，農業所得の変動は景気の

変動に敏感に反応する答である。つまり景気が拡張するときには農業所得も増

加し景気が収縮するときには農業所得も減少するというふうに。この対応関係

を実際にしらべてみるために第6表を作成してみた。

表中の第1欄は藤井正三郎氏の景気循環年表に示された景気の拡張期と収縮

期を戦前，戦後に分けて転記したものである。第2欄の観察年次とは第1欄に

示された景気変動の影響が農業所得に反映すると考えられる年次を包摂し，そ

の前年もしくは翌年とのあいだの変化をみることができるように設定されたも

のである。第3欄は観察年次における実質農業所得の対前年変動率を示す。第

4欄，第 5欄は同様に農業経蛍費と物価指数の対前年変動率を示すものであ

る。表中ブランクになっている部分はデータが得られず計算できなかったこと

をあらわす。

ところでこの表をみて直ちに気づくことがある。戦前にあっては景気の拡張

期ではいずれの時期にあっても農業所得は例外なく上方への変動を示し，反対

に景気の収縮期にはまたいずれの時期にあっても農業所得は総べて下方への変

動を示している，ということこれである。つまり戦前にあっては景気が拡張す

る時期には農業所得が増加し，収縮するときには減少した。これは農業所得の

10) 藤井正三郎著，日本の景気循環， 1965，第27章参照。
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第 6 表農業所得，農業経営費の対前年変動率 (~5，三は減少)

一一一一 I __""'%-I ;i，l業所得 農業雇音吉「物画語数
J景気循環年七竺竺竺上一(謹) I (劃 <fZ"'C卸〉
| 戦前
1921. 4~1922. 4 1920~21 

1922. 1l ~1924. 1 x 1923~24 

景 1926.12~1929. 3 1927~28 7.1 ム 3.7 3.5 

気
1930.11~1933. 7 1931~32 11.4 5.5 11.0 

1934. 1~1937. 9 1934~35 17.7 21.1 2.5 
拡 1935~36 3.4 6.4 4.2 

張
1938. 4--1939.12 1938~39 33.5 0.7 10.5 

期
戦後

1951.1O~ 1954. 1 1952~53 0.5 21.1 o ‘7 
1954. 9~1957. 6 1954~55 22.3 5.2 A 1.8 

1958. 4~1961.12 1959--60 6.5 13.8 1.1 

1962.11~1964.10 1963~64 10.2 16・O 0.2 

戦前
1922. 4~1922.11 I 1921~22 A 19.6 A 4.0 I A 2.2 

景
1924. 1~1926.12 1925~26 A 4.5 18.9 6. 11.3 

1929. 3~1930.11 1928~29 ム 5.6 0.4 • A 2.8 
気 1933. 7~1934. 1 1933~34 A 4.2 ム 8.2 I 2.0 

収 1937. 9~1938. 4 

縮 1939.12~194 1. 5 1939~40 A 4.2 ~.~ i 11.7 
1940~41 A 17.9 A 18.3 i 7.1 

期 戦後
1951. 6~1951.10 1950~51 ム 9.5 A 38.8 

1954. 1~1954. 9 1953~54 6.5 A 0.7 

1957. 6~1958. 4 9.6 9.7 A 6.5 

1961.12~1962.11 x 1961~62 

1964. 1O~1965.10 1964~65 13.6 i 0.8 

変動が強く景気の動向に左右されていたことを意味する。

ところが，戦後になると，景気の拡張期にはし、ずれの時期にあっても農業所

得は上方への変動を示しているが，景気の収縮期には，ただ一つの例外即ち

1950~51年の時期を除いて総て，農業所得は戦前のように下方への変動を示す

ことなく上方への変動を示しているのである。これは少くとも1954年頃から農

業所得の変動が景気の動向に左右されることがないかまたはあってもそれは極

めて軽度のものとなったことを意味するように思われる。
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このように戦後昭和29年ごろから農業所得が景気変動に左右されにくくなっ

たのは何故で、あろうか。

既に述べたように，景気変動の農業所得に対する影響は雇用及び可処分所得

の変動→農産物の需要の増減→農産物の価格の変化を通じて農業粗収益を変動

するものと，非農業から購入される投入要素の価格と雇用労賃を変化させて，

農業費用を変動させるものとから構成される。

戦前にあっては雇用も所得も景気の変動にともなって大きく変動した。しか

し戦後にあっては，国が経済・財政政策を通じて景気の変動そのものをある程

度まで調整するようになったので、雇用と所得の変動は減少した。

農産物需要の大部分は食糧需要であり，この増減にとって問題となるのは可

処分所得の変動であるが，戦後の経済の高度成長のもとでフイスカルポリシー

の一環としての BuiIt-inStabiIizerがこの可処分所得の安定化に貢献したと

考えられる。昭和の初期にあってはわが国の国税収入の所得弾力性は0.8であ

ったが，昭和40年頃には1.4に拡大した。他方，社会保償関係の財政支出は昭

和9-11年で国の一般会計支出総額の1.5%にしかすぎなかったものが，昭和

40年では16.6%に増大している。社会福祉の進んだ欧米諸国にくらべればその

機能はまだ低いが，戦前にくらべればL、ちじるしく拡大していることは確かで

ある。

また所得上昇にともなって，食糧消費に支出される所得部分の割合は小さく

なり，この部分の変動が総所得の変動よりも一層安定的になるという傾向があ

る。 M.Friedmanが可処分所得は恒久的成分 (Permanentcomponent) と

一時的成分 (transitorycomponent)からなりたっており，食糧消費支出は

前者でまかなわれるが，これは後者にくらべてはるかに安定的であることを指

摘している。

この点はどうであろうか。まず第7表で消費支出総額中の飲食費の占める割

合についてみると，これは収入の増加につれて明らかに増加している。つぎに

第8表により消費支出総額と飲食費支出の変動率をみると，所得水準の上昇に

ともない昭和29年ごろからその変動率を急に減少してきているうえに，食糧費

11) 肥後和夫編，財政学要論，昭42，113頁参照。
12) 肥後和夫編，前掲書， 77頁参照。
13) Cf. Milton Friedman， A Theory of the Consumption Function， 1957. 
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第 7表全都市勤労者世帯の平均 1ヶ月の収支と飲食費支出

度|実収入 l実支出 l消費支出凶|飲食費向
円 円 円

昭和26年平均 16，532 円 16，235 14，620 7，554 

27 20，822 19，992 18，161 8，767 

28 26，025 24，687 21，727 9，774 

29 28，283 26，428 23，067 10，501 

30 29，169 26，786 23，513 10，465 

31 30，776 27，543 24，231 10，309 

32 32，664 28，946 26，092 10，937 

33 34，663 30，638 27，799 11 ，444 

34 36，873 32，126 29，375 11，686 

35 40，895 35，280 32，093 12，440 

36 45，135 38:223 1 34，896 13，170 

37 50，817 43，226 39，339 14，454 

38 弘 2981 45，327 11 41，105 

39 59，704 I 凡 342i 45，511 16，374 

40 山 1i :~，~~: li 49，335 17，858 

41 71，347 : 59，873 53，599 18，850 

B 
A 

% 
51. 7 

48.3 

45.0 

45.5 

44.5 

42.9 

41.9 

41.2 

39.8 

38.8 

37.7 

36.7 

36.6 

36.0 

36.2 

35.2 

備考:1)資料の出所，日本統計年鑑。 2)昭26，昭38，昭42年に調査対象世帯改められた。

支出の変動は総消費支出の変動にくらべてより安定的なものであることを知る

のである。なかんずく主食費支出の安定性は高L、。

このように戦後における国民経済の構造的変化が食糧需要の変動を縮少する

要因としての役割を果したとみられるが，これとともにもうひとつ主要な要因

と考えられるものに国の農政の展開がある。すなわち食管制による米の政府買

入れと価格支持(昭23年)，主要農産物価格安定法による主要畑作物の価格保

証(昭28年)，原料乳価不足払いによる乳価の保証(昭41年〕等，その内容に

は多くの問題があるとはし、え戦前にくらべると政府の手による農産物の市場調

整が一段と強化された。特に米については政府買入れ価格の算定方式が価格パ

リティ-(昭23年)，から生産費所得保償を内容とする所得パリティー(昭30

年〕へ，そしてさらに指数化方式(昭41年)へと改訂され，昭和45年に価格据

置きが実施されるまでは，農林予算の多くをさいて漸次その保証の水準がひき
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第8表 消費支出総額・食糧費支出の変動率(全都市全世帯平均1ヶ月)

消費支出総額

実 数 I対増前減年率 実数|落語草実数 i話寝室
14，389 円1 %1 リ

F百 円 F￥ 
昭26 2，909 

27 17，838 24.0 9，134 i 17.0 . 3，426 ， 18.0 

28 21，381 19.0 10，374 ! 13.0 I 3，946 16.0 

29 22，678 6.0 10，995 6.0 !， 4，117 ¥ 4.0 

30 23，211 2.0 10，891 ム 1.01 4，034 !。 2.0 

31 23，958 3.0 10，786 ム 1.0' 3，775 I 6 6.0 
32 25，608 7.0 11 ，368 5.0 ' 3，9161 5.0 

33 27，171 6.0 5.0 . 3，928 i 0.0 

34 28，902 6.0 12，260 3.0 . 1.0 3，884i ム
35 31，276 8.0 I 13，oool 6.0 3，ωlム 1.0 
36 34，329 10.0 : 13，842 6.0 3，659 ム 5.0 

37 38，587 12.0 I 15，063 8.0 : 3，605 ! 6 1.0 

3，8621 
39 44，481 11.0 16，932 9.0 3， 926 ~ 2.0 

40 48，396 8.0 8.0 4，294 9.0 

41 52，516 9.0 19，593 6.0 4，304 I 0.0 

57，071 21，004 ! 4，310 I 
43 63，607 11.0 22，585 7.5 4，508 5.0 

70，386 11.0 24，345 . 7.5 4，532 1.0 

一一
備考:1)資料の出所，日本統計年鑑。 2)昭38，42年に調査対象世帯が改められた。

あげられて来たので、ある。第9表は戦前，戦後の米価の推移と実質米価の変動

を示したものであるが，これによると1950年以前と以後では実質米価の変動の

内容はし、ちじるしく異り， 1960年代に入ると景気の収縮期においても米価水準

は低下することなく上昇しつづけるようになったことを知るであろう。農業所

得のなかに占める米作収入のウェイトが大きいだけに，米価のこのような動き

は景気収縮期にも拘らず農業所得が増大しつづけたことに貢献するところが大

きかったと思われる。ちなみに実質農業所得の推移と実質米価の推移との統計

的相闘をもとめてみると，その相関係数は， 1924年~1930年で O.41835， 1931 

-1940年で0.16470，1949~1956年で0.70853 ， 1957~1961年で0.88926 ， 1962 

~1969年で0.98089となり，戦前においては相闘はほとんどないか或いは小さ

いものであったが，戦後はこれが大きくなり1960年代以降では極めて高い値
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第g表米価の推移

米 (1価50k〈g名当目り〉〉 |実値米価(軒1)1 
(150kg 

円 門
1931 18.47 24.7 

32 21.17 25.5 

33 21.62 22.7 

34 26.11 26.9 

35 29.87 30.1 

36 30.69 29.6 

37 32.36 25.7 

38 34.27 25.8 

39 37.29 25.4 

40 43.30 26.4 

実質米価の
対前年変動率

F￥ 

3.2 

ム 10.9

18.5 

11.8 

6 1.6 

ム 13.1

0.3 

A 1.5 

3.9 

1946 550 33.8 一

47 1，756 36.5 8.0 

48 3，640 28.5 ム 21.9

49 4，348 20.8 6 27.0 

50 6，047 29.2 40.3 

ラ 7，050 20.6 6 29.4 

52 7，500 21.5 4.3 

53 8，460 24.1 12.0 

54 9，2ω 26.5 10.0 

55 9，755 28.4 7.1 

56 9，470 26.5 6 6.6 

57 9，745 26.4ム 0.4

58 9，700 28.1 6.4 

59 9，715 27.9 60.7 

60 9，755 28.0 0.3 

6 10，32229.0  3.5 

~ ーλ 〔名目 I ~日i\~40:)I -
1962 11，405円 11，721円|ー
63 12，575 12，702 8.3 

64 14，430 14，546 14.5 

65 15，570 I 15，570 7.0 

66 17，340 16，934 8.7 

67 18，980 18，198 7.4 

68 20，640 19，臼8 7.9 

69 20，6409，6380.0  

備考実質米側の算定にはデフレ{ターとして日銀卸売物価指数を用いた。
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を示すのである。かくてこれらの農政措置は農産物の需要と価格の安定の一つ

の大きな要因であったと推量される。

他方，要素価格の変化が農業費用に与えた影響はどのようなものであろう

か。農業費用をあらわす農業経営費の変動を農業所得に関するものと同ーの資

料によってしらべてみると，戦前においては農業経営費が景気の拡張期に増加

するが収縮期には減少することが度々あった。然し戦後1954年以降になるとそ

れは少くとも景気の収縮期に減少することがなくなった。(第6表参照〉。これ

は景気の収縮期にも農業粗収益が増加してきたので農業者が農業経営費を切り

つめようとはしなかったためとも解されるが，そればかりではなく，景気収縮期

にあっても労賃及び非農業からの購入資材の価格が管理価格の性格をもってい

て下らなかったことによるものでもあると思われる。景気の収縮期で卸売物価

が低下した時期にあっても農業経営費は縮少せずに増加傾向を示すことが多か

った。戦前に景気が収縮した時期が5つあったがそのうち3つの時期すなわち

1953~54年， 1957~58年， 1960~61年の各期において，物売物価が夫々 0.7%

6.5%， 1.7%低下したのに農業経営費は夫々12.9%，9.7%， 14.8%だけ増加

している如くである。(第6表参照)。推量される要素価格のこのような変動

傾向は農産物の需要面における農業所得の安定化要因の働きを殺ぎかつ乱すも

のである。ただその撹乱作用が相対的に小さかったというに過ぎなし、。この意

味で要素価格の変動は戦後になって新に生じた農業所得の不安定化要因である

といえよう。

以とわが国の農業所得が戦後において景気変動の影響に左右されなくなりい

ちじるしく安定化したのは，可処分所得の増大をもたらした経済の高度成長，可

処分所得の安定性を高めたフイスカルポリシー及び農産物需要，農産物価格，

農業所得の安定に貢献した農業政策措置等の安定化作用が要素価格や賃金要因

の不安定化作用を相殺する程度を超えて強く働いた結果であると推量されるの

である。

5.結び

農業所得の安定化の基礎に経済の高度成長，経済・財政政策による経済活動

の調整，農政による農産物価格支持・所得保償等があったが，これらのものは

農業所得の安定化のファクターとしてそれぞれどの程度の働きをしたものなの
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か。特に農政措置の貢献に帰属するところはどの程度なのか。この農政措置が

農業生産のパターンを固定化させて農業の労働生産性の均衡成長の条件の成熟

をにぶらせ，米の生産過剰をひき起し，農業所得の安定性とひきかえに「不均

衡Jや「過剰」というより深刻な構造問題をひき起す主要なファクターであっ

たと考えられるだけに，その安定化に対する貢献の程度が問題とされねばなら

ない。

また農業所得の安定化のファクターには，これらの他に，自然変動によって

起る農産物の供給変化に起因する所得変動を縮少するところのものと，価格支

持政策措置がなく市場価格の変動にさらされている農産物の内生的な価格の継

続的変動を鎮静するところのものとがある。前者としては農業技術の進歩，安

定性を指向した農業経営の改善があげられ，後者としては農協その他の経済組

織による農産物販売の自主管理，危険分散をはかる市場契約の開発などがあげ

られよう。戦後のわが国の農業所得の安定化にこの種のものがあずかつて力が

あったかどうか。蔵菜，果実，肉苔，鶏卵，生乳等を生産する農業にあっては

なお高度の不確実性に直面して内生的な価格の継続的変動に悩まされており，

また地域によっては自然の影響による農業生産の非計画的な変動に苦しんでい

るところがまだまだある。特定地域，特定部門の農業にとっては自然の変化と

不確実性が農業所得の不安定化要因としていまだに生々と作用している。した

がってこれらのファクターの働きを精査し，技術の進歩，農産物市場機構の改

善等がこれをどの程度鎮静したかをも問わねばならなし、。

このように農業所得の安定化の基礎について，質的にも量的にもまだまだ分

析しなければならない多くのことが残っている。これらの分析を深めて，農業

問題の統一的な把握にもとづく総合的な調整という視点から農業所得の安定化

の目標と手段を明確にしてゆくことが継続的研究の課題となるであろう。
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付表 1

Aggragate net income of farming in the 

United Kingdom 1937/38 to 1965/66 

壬ear一一-，- vむ品川 percenta長一
of trend 

1940/41 ~ 1941/42 

1941/42 ~ 1942/43 

1942/43 ~ 1943/44 

1943/44 ~ 1944{45 

1944{45 ~ 1945/46 

1945/46 ~ 1946/47 

1946/47 ~ 1947{48 

1947/48 ~ 1948/49 

1948}49 ~ 1949/50 

1949/50 ~ 1950}51 

1950/51 ~ 1951/5~ 

1951{52 ~ 1952/53 

1952/53 ~ 1953/54 

1953/54 ~ 1954/55 

1954/55 ~ 1955/56 

1955/56 ~ 1956/57 

1956/57 ~ 1957/58 

1957/58 ~ 1958/59 

1958(59 ~ 1959/60 

1959/60 ~ 1960{61 

1960/61 ~ 1961/62 

1961{62 ~ 1962/63 

1962/63 ~ 1963;64 

1963/64 ~ 1964(65 

1964/65 ~ 1965{66 

1965/66 ~ 1966/67 

B. Jones， ditto. p. 113 
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+ 15.1 
+ 13.9 

+ 8.5 
5.6 

+ 1.5 
4.8 

+ 1.5 
- 12.7 

7.9 

3.9 

+ 1.4 

+ 3.7 
8.6 

+ 3.2 
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付表 2

Incoms Instability by Type of Farm by Decades 

Type 01 Farm: 

Corn Be1t Farms: 
Hog-Dairy 
Hog-Beef Raising 
Hog-Beef Fa ttening 
Cash Grain 
Pou1try Farms (New Jersey egg) 
N. C. Tobacco-Cotton 
N. C. Large Tobacco-Cotton 
Cotton Farms: 
High Plains Texas-nonirrigated 
De1ta-Small 
San Joaquin Vallay-irrigated-large 

general 

COEFFICIENT OF VARIATION 

1!珂ι39-了寸珂0--49--1-1努'0--60
I par ccnt J 

i6;ilif;il;?:: 
58.6 I 35.5 I 14.6 

*

*

ホ

キ

本

一一一一一
ーーネ

39.5 
31.5 

49.8t 85.8 
34.2 17.7 
33.8 20.2 
55.1 56.8 
23.3t 14.8 

ーー* 15.2 

23.0 22.0 
37.7 29.5 

43.5 39.4 
33.1 38.1 
54.1 85.8 

29.7 49.8 
22.5 72.8 
38.8 10.3 
34.9 17.5 
34.0 11.1 

54.0 39.9 
58.7 67.5 
54.2 23.5 

47.2 32.4 

44.2 39.0 

43.7 32.6 

* Deta not available. 
十1944-1949only. 
t 1945-1949 only. 

Source: Computed from Costs and Returm on Commercial Farms. 
Long.Term Studv， 1930-57， Statistical Bulletin No. 297， Farm Economics 
Division， Economic Research Service (Washington: U. S. D. A.， Dec. 
1961) 

備考出典:D.E. Hathaway， Government and Agriculture， 1963， pp. 45~46 

Southern Piedmont 
B!ack Prairie. Texas 
Cattle Ranches: 
Southern Plains 
Intermountain 443.2 
Southwest 53.0 
Sheep Ranches: ーキ

Northern Plains 
Southwest 52.0 
Dairy Farms :ー*
Central Northeast 33.3 
Eastern Wisconsin 45.5 
Dairy-Hog; Southeast Minnesota 50.1 
Winter Wheat: 
Southern Plains wheat 101.2 

Southern Plains wheat-sarghum 201.5 
Pacific Northwest， wh巴atfallow 177.0 
Spring Wheat: 
Northern Plains， wheat， smal1 grain， 

livestock 513.6 
Northern Plains， wheat， corn， lives附 kI 201.5 
Northern Plains， wheat， roughage， 

ljvestock 180.5 
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